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　私が連邦制の研究に興味を持つに至った理由は，一つは第二次大戦後，いわゆる“古い連邦”に続く新し
い連邦が著しく誕生したことにあり，他は多分我国が連邦制を過去の歴史において一度も経験しなかた事
に起因するのであろうが1），余りにも連邦制の研究が不足しているためである2）。それ故，宮崎教授も言
っているが如く3），「われわれが，今後も国際社会において，いくつかの連邦国家と接して生活して行く
上に，その内容を知ることは，必要であろう」。従って，本稿は連邦制研究の一環としてアメリカ連邦の
観察としたい。しかし，無論原稿枚数の制限と共に，一国の政治制度はその他の全ての諸制度と密接な関
係を持つから，ここでその全てを論ずる事は不可能であるので，表題の如く，ミアメリカ連邦制の略図”
とした事をお断りしておく。
　かって，Diceyがアメリカ連邦を「もっとも完全に発達した連邦典型を示してv・る4）」とv・った。しか
し，現在まで，連邦制の定義が確定してv・なv・。連邦制研究の第一人者であるWheareもv’ってv’るが
如く，人々は「連邦制として記述する事が正しいと，彼らが考える諸国家の特定結合型態又は典型に意見
を異にする5）」。それ故，まず第一に，連邦制の定義が肝要である。最も有力な定義といわれているのは6），
Wheareのそれである。教授は連邦原則を「一般的と地方的政府とが，めv・めv・一領域内で，同等且つ独
立（co－ordinate　and　independent）であるように諸権限を分割する方式7）」と定義し，更に「各政府とも，
それ自身の領域に限定されるべきであり，その領域内では他者とは無関係であるべきだ8）」，と云う。し
かし，Haldane卿も云ってv・るが如く，すべての連邦制が同一である訳では決してなv・9）。それだから，
アメリカ連邦制のみをもって連邦制を理解してはならない。一国の政治制度はその国の歴史的，政治的，
経済的，社会的，文化的及びその他の諸要素の反映である。それ故，余りにも連邦原則を厳格に定義する
ことは避けねばならない10）。しかし又，余りにもゆるい定義をするなら，連邦国家と単一国家とを区別す
る実益はなくなってしまう。我々はWheareの定義を一応心にとめて，現在まで最も発達したそしてこ
れからも発展しようとするアメリカ連邦を観察してみよう。
　アメリカ連邦制も戦争，経済恐慌，そして科学及び技術革命の影響を強く受けて，最初のものから大い
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に変化した。確かに，アメリカ連邦は変化した。連邦と州との対等原則はこわれた。しかし，その変化の
スピードは多年にわたるゆるやかなものであった。我々は決してそのスピードを誇張化してはならない。
そして，たとえ連邦の優位がすべての領域にわたって確立した感があるとは云え，それだからと云って，
各州は連邦政府の単なるミ歩”になった訳では決してない。実際政治において，各州の政府及び人民の存
在を無視しては，決してアメリカ連邦は成立しないのである。我々は，「認めまいと構えている目には欠
点しかうつらない」と云う事がないように，アメリカ連邦制を探究して，連邦制への理解を深めよう。
1）　しかし，宮崎繁樹教授は「わが国も，かって日韓併合直前には韓国と国家結合状態にあり，更に遡れば，明治
　以前の徳川政権を中心とする封建諸侯の関係も，連邦類似の型態quasi－federalと見られぬこともな1…」と云う。
　「連邦支分国と条約」（前原光雄教授還暦記念「国際法学の諸問題」），375～6頁。
2）綿貫芳源「アメリカに於ける連邦主義の変遷」←），（国家学会雑誌64巻5．6号），386頁。
3）宮崎繁樹「前掲」，376頁。
4）　A．V．Dicey，　Law　of　the　Constitution（10th　ed．1963），p．138
5）　K．C．Wheare，　Federal　Government（4th　ed．1963），　p．1
6）MJ．C．Vile，　The　Structure　of　American　Federalism（1961），　p．193．しかし，　Birchは連邦制の定義は本質的
　にはウイアのと同一ですが，各政府水準はそれ自身の領域に限定されるべきであると云う点を省略して，短くな
　りうると主張する。しかし，たとえBirchはもはや二つの政府水準のミ独立”を強調しな1，・・にせよ，連邦政府と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ピt　州政府のミ同等”地位は連邦制の本質的要素とする。A．H．Birch，　Federalism，　Finance　and　Social　Legislation
　（1955），p．291．これに対して，　Vileは「州と連邦政府とのミ独立”は連邦制の概念に相当なる重要性を保有して
　いるように思われる」と云う。そして，もしこの独立が全く消えるとしたら，「連邦制が有しえた意義を見るこ
　とは困難なことである」と云う。そして更に，Birchの同等要素の強調は独立要素よりも支持するに困難である
　と前置きして，二政府水準間の，「独立と相互依存のこのコンビネーションが連邦国家のホール・マークであ
　る」と云う。Id．at196－200
7）　Wheare，　op．cit．，　P．10
8）　　ld．　at　14
9）　B．Schwartz，　American　Constitutional　Law（1955），　p．27
10）　ウィア教授はこの点に関しては，「連邦原則を厳格に定義すれども，しかし，“federal　constitution”をより
　広く適用することが絶対に必要であるように思われる」と云う。Wheare，　op．　cit．，　p．15
1．アメリカ連邦制の基礎原理
　「188年前，合衆国の憲法制定者達が，すべての人は自由且つ平等に造られ，その結果として，地上の諸
強国の問に，この国家は独立且つ対等の地位を占めると宣言した……1）」，故ケネディ大統領の云うミ第一
革命”（First　Revolution）の産物として世に出たアメリカ憲法の中には，「実際，“federa1”又は“fede・
ration”と云う語はどこにも存在しない2）」。それでも，我々はアメリカ構造が連邦制であったし又あると
している。
　連邦とはもともと主権を右する複数の国家から成立する。そして，その中には，「多少矛盾した二つの
感情一国家統一の願望と各人の個々の州の独立を維持する決意一3）」が存在する。即ち，連邦の中には，
結合は欲するが，単一は欲しないと云う心理作用が存在する。それ故，連邦は「遠心的と求心的傾向間の
妥協である4）」。だから，Bryce卿が云った如く，「惑星諸州が宇宙にとび去らなV・ように，又中央政府の
太陽が惑星諸州をその焼きつくす火の中に引き入れもしないように，遠心力と求心力とを均衡に保つこと
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が5）」あらゆる連邦国家において重要事となる。
　アメリカ連邦においても，「憲法は，そのすべての規定の中で，こわすことの出来ない諸州から成るこ
わすことの出来ない連邦を期待している6）」。連邦と云う語が，本来意味する要素は独立した諸国家間の契
約である。「連邦国家の基礎は複雑なる契約である。………盟約の諸条項は，又は換言すれば，憲法の諸条
項は，それ故書きとめられねばならない。憲法は成文書でなければならない。そして，出来ることなら，
その諸条項はなんら誤解を受けないような成文書でなければならない7）」。
　アメリカ憲法は，・連邦原則を維持するために，その全文一原憲法と修正憲法一において，一定の事項に
関して，連邦政府と州政府とに，各自相互から独立であるように権限の分割した諸国家の結合体を確立し
ている。「ミこの連邦”は，権限，尊厳，権威におい，同等であり，憲法自体によって合衆国に委任されて
いない残余の主権を各自用いる権限がある諸州の連邦である8）」。即ち，アメリカには，1つの連邦政府と
50の州政府一合計51の政府が一存在するのである。この事は，必然の結果として，両政府とも直接に人民
に作用すること，即ちすぺての人民は二つの政府一州政府と連邦政府一に服する訳である。換言すれば，
「同一領土空間内に，二つの異なった且つ分離した主権の存在9）」がアメリカ憲法の特質である。
　しかし，この考えが全く最初から承認された訳では決してなかった。John　C．Calhounによって代表さ
れる見解は，連邦政府は州政府とは対等なパートナーではなく，むしろ州政府の手先であり，従属者であ
ると云うものであった10）。この見解が完全に信用を落したのは南北戦争後であった11）。しかし又，連邦政
府の州政府への従属性を立証するかの如き一規定が憲法の中にあった（第1条第3節）。この規定では，
連邦議会の上院議員は各州議会によって選出されることになっていた。　「この事は，連邦議会の一部が多
少各州の政府に従属した，と云う事を意味した12）」。この問題も南北戦争が解決した。1913年の修正憲法
第17条が上院議員の選出を人民からに変えた。
　アメリカには，現連邦に先だったところの連合体が存在した。アメリカ植民地が大英帝国からの独立に
立ち上った時に出来たのがそれである。この連合体は，一般的政府の地方的政府への従属と云う原理の上
に成り立ってv・た。それ故，「合衆国の現憲法と連合規約（Articies　of　Confederation）の間の相違は，
現憲法が一般的政府は地方的政府に従属し，依存する原理を，一般的と地方的政府とはそれぞれの領域に
おいて，同等且つ独立である原理に取り換えると云う事実に存在する13）」のである。従って，我々は現ア
メリカ連邦はその先祖とは全く性格を異にすると認識しなければならない。要するに，我々がアメリカ憲
法を読む時，相互に従属せず，相互に対等である一般的と地方的政府との間に，政治の分野が分けられて
いる事を発見する。即ち，「重大且つ全体的諸利益は連邦議会に，地方的且つ特殊的諸利益は州議会に付託
されることになっている14）」。憲法は，第1条第8節において，列挙された諸事項を連邦議会の権限とし，
修正第10条において，残余の権限を州政府に留保している。それ故，「アメリカにおいては」，「主権の諸
権限が」連邦と州「との間に分割された」。連邦も州も，「各自自己に委任された諸事物に関しては主権が
あり，他者に委任された諸事物に関して，双方とも主権がない15）」。そして，「連邦政府は権限の列挙され
た，憲法の中で，それに委任された権限に制限された政府である。しかるに一方，各州はワシントンの政
府に与えられていないすべての権能を保有している残余権限の政府である16）」。連邦政府は「その領域内で
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は最高の政府であるが，しかしその領域は限定且つ制限されている。修正第10条が1791年に明白にした如
く，“憲法によって合衆国に委任されず，また州に対して禁止されていない諸権限は，それぞれ各州また
は人民に留保される”。各州は，その領域内では，等しく最高である。いかなる法的意味においても，各
州は従属自治体ではない17）」。
　こうして，アメリカ憲法は二つの政府の存在一その当然の帰結として権限の分割一を前提とした。我々
は，アメリカ連邦は，他の連邦国家と同様に，一定の目的を持った各州の連合体であり18），独立且つ対等
の政府間の権限の分割と云う構造原則一いわゆる「二元的連邦制」（Dual　Federalism）一に立脚している
事を知ったので，しかしアメリカ連邦のこの基礎原理が後年「新連邦制」（New　Federalism）といわれる
ものに変化して行くのであるが，この点についてはのちほど言及することにして，次には，権限分配の中
ども，特に憲法上論争の的となった「州間通商条項」と「一般福祉条項」　（第1条第8節第3項及び第1
項）とについて観察する事にする。
　1）　New　York　Times，　International　Edition，5July1964，　p．6
　2）Wheare，　op．　cit．，　pユ
　3）　Dicey，　op．　cit．，　p．142～43
　4）　S．P．Aiyar，　Federalism　and　Social　Change（1961），　p．4
　5）　J．Bryce，　The　American　CQmmQnwealth（1919），　Vol．1，p．356
　6）Texas　v．　White，7Wall．700，725（1869）
　7）　Dicey，　op，　cit．，　p．146
　8）　Coyle　v．　Smith，221　US．559（1911）；See　R．　E．　Cushman，　Leading　Constitutional　Decisions（12th　ed，196
　　3），P．44
　9）　Ableman　v．　Booth，21How．506（1859）；See　Cushman　and　Cushman，　Cases　in　Coustitutional　Law（2nd　ed。
　　1963），pユ97
　10）　カルフーンにつV・ては，R．ホーフスタッター「アメリカの政治的伝統1」（田口・泉共訳），93頁以下参照。
　11）Wheare，　op．cit．，　p．2－3しかし，南北戦争が決定的に連邦主権を確立したのではなかったとヴァイルは云う。
　　See　Vile，　op．　cit，，　P．27
　12）Wheare，　op．　cit．，　p．3．；See　M．Farrand，　ed．，　The　Records　Qf　the　Federal　Convention　of　1787（1911ユ937），
　　Vol。1，　p．413
　13）Wheare，　op．　cit．，　p．4－5
　14）Madison，　The　Federalist，　No．10，　B．E．Wright，　ed．，（1961），　p。135
　15）McCulloch　v．　Maryland，4Wheat．316（1819）；See　BB．Blakeney，　Materials　for　the　Study　of　American
　　Law（1960），　VoLII，　part　2，　p．194
　16）　Schwartz，　op．　cit．，　p．33
　17）S．E　Morison，　History　of　the　United　States，　Vol．　1，　p．88．　Quoted　in　Wheare，　op．　cit．，　p．2
　18）憲法の前文に「われら合衆国の人民は，より完全な連邦（amore　perfect　union）を形成する目的をもって……
　　　この憲法を制定する」とある。この事から，憲法は人民から発することは明白であるけれども，連邦を形成する
　　　のは各州自身である事も又疑V・なV・。See　Schwartz，　op，　cit．，　p．31
2．アメリカ連邦制と「通商条項」
　アメリカ憲法は権限の分割一いわゆる「二元的連邦制」一を憲法上の明文をもって宣言している。その
結果，一定の権限が連邦に，そしてその他の権限が州に留保されている。この権限の分割，いや連邦制そ
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のものを維持実施するのが連邦最高裁一無論，政府の他の二部門も連邦制と密接に関係がある一である。
　「最高裁判所と連邦制とは明らかに密接に連接している。はじめから，その裁判所は連邦と州とのそれ
ぞれを，その正当な領域に限定し，めいめいが他者を干渉しないようにする連邦制の最終的裁決者であっ
た」。そして，この裁判所なしでは，「連邦制はほとんど成功をおさめることは出来なかったであろう1）」。
我々は，以下アメリカ連邦原理とその実施，そして連邦制の変化の側面一それは連邦と州との対等原則の
崩壊を意味する一を，「通商条項」と「一般福祉条項」を通じての最高裁の現実の裁判作用を観察してみ
よう。
　一般に，「通商条項」として知られているアメリカ憲法第1条第8節第3項は「議会は諸外国との・各
州間の・およびインディアン部落との間の通商を規律する権限を有する」と規定する。この権限の連邦政
府への付与は，憲法制定者達が連合規約時代における不健全なそしてひどい通商競争の存在を経験した後
にあらわれた。連合規約の下では，州に通商を規制する権限が与えられていた。その結果，各州は他州へ
の影響をなんら考慮せずして自己の利益を追求する政策を取った。そして，諸州間に多くの不和が生じ，
更に諸外国は連合議会と協約を結ぶ事を希望しなかった。なぜなら，連合議会には協約を諸州に課する権
限を有していなかったから。そして又，ある州が外国との協定に反する政策を遂行し，その結果貿易は多
大の損害を受けた2）。しかしそれにも拘らず，連邦憲法が制定された時には，州間通商規制権の連邦議会
への付与の目的は，積極的に州間通商権を持つと云う事よりも，むしろ消極的に各州の通商権の取り上げ
と云うものであった。「憲法制定者達の他の主要目的は，1787年に一般的である外国及び州問通商関係の
混乱した状態を整頓された均一の制度に取り換えるにあった3）」。それ故，「通商条項」が，憲法制定時に
は，連邦権拡張め手段として使用されると云う考えは全くなかった。それが，1887年以後，「州際通商法」
の出現を待って，連邦権の著しい増大となったのである。連邦権の最も大きな拡張手段と後年なったこの
「通商条項」が，Madisonも云った如く，「ほとんどの人が反対もせず，なんら不安がそれから心にv・
だかれないような付加4）」として簡単に片づけられて，連邦の当初ほとんど使用されなかったのは驚きで
ある。
　しかし，議会は19世紀の後半から通商権を使用し始めた。その結果として，二つの重要なる結果を通商
条項はもたらした。一つは，外国及び州間通商を妨害するすべての州行為への抑制権限の基礎として作用
した。他は，連邦政府は経済事業の広範囲にわたる着々と増大する監督権を獲得した。その適例が，1887
年の「州際通商委員会」の設立を筆頭とする一連の規制委員会の設立である。そして又「通商条項」にア
メリカ連邦の発展の基礎としての意義を与えたのは最高裁の解釈であった。
　「通商条項」が州間及び外国通商の規制権を連邦に与えている事は明白である。しかし，すべて．のミ通
商”が性質上州間又は外国通商である訳ではない。その他の通商も，州内通商も，存在する。そして，各
州はその他の通商に対して規制する事は禁止されていない。従って，最高裁の解釈も通商規制権を「州
間」と「州内」とに区別した。以下判例を追跡してみよう。
　1824年に判決されたGibbons　v．　Ogden，9Wheat．1，事件以前には，ミ通商”と云う意味は「交易，
売買，そして物品の交換5）」というものであった。ところが，Marshallは，先の事件において，ミ通商”
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という語に非常に広い意味を与え，「通商」の解釈を「交易」又は「物品の売買」そして「buyerから
sellerへの物品の運送」とする狭v・意味づけを拒絶して，「通商は疑v・なく交易である。しかし，それは
それ以上のなにものかである。それは交通（intercourse）である」といった。そして更に，「通商」の意味
は，あらゆる種類の通商を包含する外国通商に，それがあてはまると同程度に広く州間通商にもあてはま
るとも云った。Marshallは，一方では各州は州内通商に関する排地的権限を有してV・る。がしかし，州
間通商は各州の境界線で立ち止まることは出来ないと次の様に云った。「議会の権限は各州の管轄ライン
に立ち止まらない。もし議会の権限が各州のラインを通り過ぎることが出来ないなら，非常に無益なもの
であろう6）」。それ故，議会の通商規制権は「議会に与えられたその他のすべてと同じく，それ自体で完全
なものであり，その及ぶ限りまで行使することが出来，そして憲法に規定された以外のいかなる制限をも
認めない」と云った。このMarshal1の判決が後年通商分野における連邦権拡大を予告した7）。
　三年後に，Brown　v・Maryland，12　Wheat．419（1827），事件におv・て，　Marshallは連邦通商規制権
が一体どの程度まで州にはv・りうるかを決定づけたroriginal　package」の理論を展開した。この事件
は「外国通商」に関するものであったが，Marshal1は，刑法上のrbreaking　bulk」の理論から引き出
したと云われる8），roriginal　package」と云う原理を使って，輸入品が「国の大部分の財産と一体とな
り，混合する」ようになった時には，「それは多分輸入品としてのその特殊性質を失った。そして，州の
課税権を受けるようになった」。しかし，輸入品が「輸入されたところの原形で又は原包装9）」にとどまる
限り，それは連邦規制を受けると判決した。Marshallは「通商」を「交通」と解釈する事によって，厳
格な解釈と“州権”主張とに反対して，力強V・且つ意味のある結論を下した。しかし，このMarshallの
判決が後年一様に支持された訳ではなかった。最高裁の態度は事件によって異り，又裁判官の変動によっ
ても異った。MarshallはGibbons　v．Ogden事件におv・て，「通商」は何を包含するのか。議会は州内
でその通商規制権をどの程度まで行使する事が出来るのか。州間通商を規制する議会の権限は排地的か，
又は州はこの分野において競合権を有するのか。議会の通商権は全国的福祉のために広く解釈されるべき
か，又は各州の留保した警察権を保護するために厳格に解釈されるべきか。以上四点に答えた10）。しかし，
連邦法がなv・場合には州法が規制しうるか，と云う問題に答えたのがCooley　v・Bd　of　Wardens　of
Port　of　Philadelphia，12　How．299（1851），事件である11）。
　最高裁はこの事件において，連邦規制を必要とするほど全国的なものであり且つ画一を必要とするもの
と，各州が立法する事が出来るような地方的なものとの間に区別をなした。そして，議会が立法しなかっ
た限りにおV・て，各州はその警察権を行使する事が許された。こうして，「original　package」の理論と
その後間もなく発展した「州警察権」の理論が「州問通商」と「州内通商」と云う二つの概念を導いた。
　けれども，1880年代と1890年代における連邦規制の増大と共に，事態が一層困難となった。そこで最高
裁は州間と州内通商の二分法を放棄する事なくして，二つの新しいアプローチを試みた。一つは，州境界
の横断をともなわない諸活動へも連邦規制は及ぶ事を認めた。しかし，州内活動の州間通商への影響が
ミ直接”のものであった時のみ，連邦規制が認められた。その影響がミ間接”であった時には，州規制が
認められた。この適例が1895年のSugar　Trust　Caseとして知られてv・るU．S．v．Knight　Co．，156　U．S．1，
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事件である。最高裁は，砂糖の生産に「シャーマン法」を適用する試みを，その生産は州間通商にただ間
接的影響を有したにすぎない地方的出来事であると云う理由から，無効にした。そして，「通商は製造に
次いで起り，その一部ではなv・12）」と宣言した。この事件の原則はSchechter事件において，「全国産業
復興法」を無効にした一議論となった。他は，1905年に始り，「Stream　of　Commerce」の理論と云われる
ものに依存していた。この原理は「州問通商」は真空に作用している孤立物ではない。州間通商のミ出来
事”は必然的に州内通商のミ出来事”と関係がある。そして，もし「州間通商」に関する効果的な立法が
可能であるべきなら，州内通商のミ出来事”の連邦規制が必要である，と云う事を認めた13）。この適例
がSwift　and　Co．v．U．S．，196　U．S．375（1905），事件である。　Holmesは裁判所を代表して，「州間通商は
技術的法律的概念ではなくして，実際的概念であり，事業過程から引き出されるものである」と云って，
「通商条項」を広く解釈し，「売買後，その運送が他州で終るだろうと云う期待をもって，売るために一
州のある揚所から家畜を送り出す時には，…………このように存在する流れは州間通商の流れであり且つ
家畜の売買はさような通商の一部であり，出来事である14）」と云った。この理論は1937年以後，「通商条
項」を広く解釈するための議論となった。これら二つのアプローチー「直接影響」理論と「通商の流れ」
理論一も初期のニュー・ディール立法を救う事は出来なかった。しかし，1937年以後，最高裁が「通商条
項」の広い解釈をなした時には，これら二つの原則はいずれも連邦権を制限するようには適用されなかっ
た。ここで，連邦権を拡大した20世紀前半迄の若干の事件を観察してみよう。
　Shreveport　Caseとして知られてv・るHouston，　E．＆W．Texas　RCo．v．　U．S．，243　U・S・242（1914），事件
において，最高裁は州間通商に対する差別待遇を防止するために，州間運送業者に州内鉄道料金を改正す
るように命じる「州際通商委員会」の権限を支持した。この事件は州内料金を決定する「テキサス州鉄道
委員会」が，「州際通商委員会」が以前にテキサスと隣接州との間に決めた料金よりも同一マイル数の割
により安い貨物料金を定めた。この州間と州内料金の相違が事業競争において，不公平をもたらした。こ
の事件には二つの問題がともなった。1っは，州内料金は州問通商の負担になるかどうか。他は，「州際
通商委員会」は州規制委員会に州内料金を上げる事を要求出来るか。これら二つの点は最高裁によって肯
定的に答えられた。この事件によって，実際上「州内」と「州間」通商との間の区別は消された。そして
その事件は「通商条項」を通じて増大する連邦集権に更に拍車をかけた。ところが，最高裁はSchechter
v．U．S．，295　U．S．495（1935），事件にv・おて，製造業は通商ではなくして，通商に先だつものだと判決した
Sugar　Trust　Caseの解釈を固守した。しかし，　N．L．R．B．v．Jones＆Laughlin　Steel　Corp・・301　U・S・1
（1937），事件において，労働者に対する会社の政策は州間通商に対して重要なる影響を有すると主張し，
産業平和のためと州間通商を妨げそうな産業闘争の防止のために「通商条項」を基礎として立法する連邦
の権限を承認した。そして，この事件の意味するところの事は，全国的な規模で営まれる製造業又は生産
業も「州間通商」に該当すると云うものであった15）。U．S・v・Darby，312　U・S・100（1941），事件におv’て
は，生産産業における労働時間，賃金及び児童労働の連邦規制を「州間通商」の新しい定義として支持
し，Wickard　v．Filburn，317U．S，111（1942），事件におV・ては，たとえ活動が地方的なものであれ，「そし
て，活動が，たとえ通商とみなされえないにせよ，それは今なお，その性質がなんであれ，もしそれが州
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間通商に実質的経済影響を及ぼすなら」，議会が規制出来るし，そのような影響がミ直接”又はミ間接・で
あろうとなかろうと，この事には変りないと最高裁は云った。この事件で決定的に「州内」と「州間」通
商の区別が無意味となってしまった。そして，Frankfurter判事は「企業の行為がいつ州問通商に影響
するかは抽象的な概念によって決定されない実際的な判断の問題である」と云った16）。この言葉は注目に
値いする。
　今や，連邦規制は保険，持株会社，株式取引，電気・ガス・通信，ラジオ放送，鉱業，船舶，航空，道
路，食品・薬品，．プロ・スポーツ，劇及び売春奴隷等々，あらゆる範囲にわたっておよんでいる。もはや
一州から他州へと物理的に通りすぎるものをミ通商”のカテゴリーに入れる必要はなくなってしまった・
　1）　A．Cox，　The　Supreme　Court　and　the　Federal　System，50Calif．　L．　Rev．800（1962）
　2）　Aiyar，　op．　cit．，　p63
　3）　Kelly　and　Harbison，　The　American　Constitution（3rd　ed，1963），　p．293
　4）Madison，　The　Federalist，　No．45．，Wright，ed，，　op．　cit．，　p．329
　5）　C．　B．　Swisher，　American　Constitional　Development（2nd　ed，1954），　p．191
　6）9Wheat．1，195（1824）
　7）　Aiyar，　op．　cit．，p．65
　8）　P．A．　Freund，　The　Supreme　Court　of　the　United　States（1961），　p．100
　9）12Wheat．419，441～2（1827）
　10）　Kelly　and　Harbison，　op．　cit．，　p．294
　11）　この事件の概要は，大野盛直「連邦政府の立法権」（英米判例百選，ジュリスト，1964），p．136－37・もっとも，．
　　　この事件の前にも，「連邦政府が今まだ行為しなかった。それ故，州の規制は，いかなる連邦法のないために，
　　有効であったとマーシヤルは判決した」事件があった。Wilson　v．Black　Bird　Creek　Marsh　Co・，2Peters245（1
　　829）．See　Kelly＆．　Harbison，　op．　cit．，　p．297
　12）　U．S．v。　Knight　Co．，156　U．S．1，12（1895）
　13）　CH．　Pritchett，　The　American　CQnstitution（1959），　p．239－40
　14）196US．375．389－99（1905）．；See　B．F．　Wright，　The　Growth　of　American　Coustitutional　Law（1942），　p．1
　　18
　15）　Aiyar，　op．　cit．，　p．70
　16）　Polish　National　Alliancc　of　the　U．S．v．N．LRB．，322　U．S．643，650（1944）
3．アメリカ連邦制と「一般福祉条項」
　先に，我々は「通商条項」を通じての連邦権の拡大を見たけれども，「一般福祉条項」を通じても連邦
権は大いに拡張された。
　一般に，　「一般福祉条項」と云われる第1条第8節第1項は「合衆国の国債を支払い，共同の防衛と，
一般の福祉に備えるために，租税，関税，間接税，および消費税を賦課徴収する権限を議会は有する。…
……vと規定している。
　Hamiltonは「金は，………国家の重要な要素と考えられる。なぜなら，それは国家の生存及び活動を
ささえ，国家の最も本質的な諸機能を国家が果す事が出来るようにするから1）」と云った。それ故，「財政
が政治の本質的必要条件である2）」事は本当である。アメリカ連邦においても，それが連邦であり，そし
てもしアメリカ連邦が「中央政府とその諸単位が真に権限において同等であるべきなら，各自それ自身の
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財政資源を支配すべきであると云う事は欠く事の出来ない事である3）」。それ故，最高裁も州の課税権はそ
の主権にとって基礎的であると云ったし4），MarshalIも「課税権はきわめて肝要なものであり，それは
各州によって保持され，それは連邦の政府への同権の授与によって奪われない，それは二つの政府によっ
て競台的に行使される事になっている，と云う事は決して否定されなかった真理である5）」と云った。だ
が，たとえ州は主権の一部として課税権を有するにせよ，議会の権限事項には及ばない。最高裁は云う
「課税権は主権ある各州に固有のものである。だが，合衆国の各州は彼らの課税権を連邦政府と彼ら自身
との間に分けた。………一方では，州の留保した課税権の範囲は大きなものであるが，連邦権と州権との
憲法上の分離は，いかなる州も，議会からの授権なしに，議会に排他的に委任された諸機能を果す事は許
されない，と云う事を絶対必要にする6）」。
　しかし，NN－一．般の福祉に備えるために”と云う文句については議論があった。「マディソンは，その文
句は同節のあとの諸項に列挙された他の諸権限への言及にすぎないと，そして合衆国は権限の制限された
且つ列挙された政府であるので，一般的全国的福祉のために課税及び支出する権限の授与は議会に委託さ
れた列挙された立法分野に限定されねばならないと主張した。この見解では，その文句は単なる同語反復
にすぎない。なぜなら，課税及び充当は列挙された立法諸権のいかなる行使に必然の付帯物であり，又あ
るかも知れないから。これに反して，ハミルトンは，その条項はあとに列挙されたものとは分離した且つ
別個の権限を与え，あとに列挙された諸権限の授与に意味が限定されない，その結果として議会はただ合
衆国の一般の福祉に備えるために行使されると云う必要条件に制限された課税及び充当の実質的権限を有
する，と主張した7）」。両意見とも強v・支持を持ったし，又正当なものであった。しかし，最高裁は，1936年
迄，この意見のいずれが正しいかを決定しなかった。
　1936年に，最高裁はニュー・ディール立法の一つである「農業調整法」の有効性を判断しなければなら
なくなった。そして，ハミルトンの意見を支持して，「公共の目的のための公金支出を認める議会の権限
は憲法の中に見い出される立法権の直接の授与に制限されない8）」と云った。
　「一般福祉条項」に基づく課税権は，社会福祉立法に関する限り，二つの重要なる目的で使用された。
一つは，連邦政府が採用した社会福祉立法を各州も採用するように奨励するために，補助金等の形で，各
州に提供する財源確保の目的で使用された。そして，これが連邦と州との協力関係を生んだ。他は，前の
如く連邦と州間の協力関係をもたらしたのではなく，連邦単独の行為のために使用された。例えば，1935
年の「社会保障法」である。その法律の一部は老令保険計画を確立し，州的ではなく連邦的に執行され，
そのための資金は連邦税によって用意された。最高裁は，この計画を老人問題の重要性と，全国的解決の
必要性及び各州のこの問題に対する無力から，支持した。そして，「ただ全国的な権力のみがすべての人
の利益に奉仕する事が出来る9）」と云った。こうして，最高裁は連邦政府にほとんど制限されない課税及
び支出権を与えた。最後に，私はCardozo判事の連邦政府の一般福祉条項に基づく権限につv・ての興味
深い言及を上げたい。「その権限が認められた時でも，今なお諸困難が残っている。一つの福祉と他のそ
れとの間に，特殊と一般との間に，いまだラインが引かれねばならない。このラインが置かれるところは
出来事より前に一公式を通じて知る事は出来ない。自由判断には中景があり，又確かに半影がある。けれ
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ども，その判断は裁判所に委託されていない。その判断は，………議会に属する。又一般福祉の概念は静
的なものではない。一世紀前には，狭小な又は地方的なものであったところの諸必要は現在では国民の福
祉に織り込まれうる。危機のもの又は緊急のものは時代と共に変化する10）」。
　Marshallは「課税権は破壊権を含む11）」と云ったが，我々は又「課税権は規制権を含む12）」と云う面
にも注目しなくてはならない。議会の課税権が規制目的のために作用された事件がU．S．V．　Kahriger，345
U・S・22（1953）である。その事件で問題となった連邦法の一規定は，賭業者に年間50ドルの税金を課してい
た。この法律はたとえ表面上は収入法であったが，その目的は賭博の抑制にあった13）。最高裁は，たとえ
賭博税法の目的が収入の確保よりもむしろ賭博業の規制にあったにせよ，この法律を支持した。Reed判
事は「連邦免許税は，単にそれが課税された諸活動を阻止し又は妨げると云う理由では，有効を失くする
事はない。又その税は，単に獲得された収入がわずかなものであると云う理由では，無効ではない。・…・・
…本税は統制的な効果を有している。しかし，その統制的な効果にとんちゃくなく，賭博税は収入を生
む14）」と云った。
　こうして，今や連邦政府は以前は全く州の権限分野と考えられていたところの事項に関して課税権を通
じて規制する事が出来る。しかし，この事件にはFrankfurter判事の注目すべき反対意見もあり15），連
邦制度内の権限のバランスに重大な影響を与えている。即ち，この事件によって，議会は各州のために留
保された諸分野への許せない侵入を課税権を通じてなしているとの意見も存在する事には，我々は注意す
べきである16）。
　1）Harnilton，　The　Federalist，　No．30．，　Wright，　op．　cit．，　p．232
　2）　　Wheare，　oP．　cit．，　P．94
　3）　Aiyar，　op．　cit．，　p．7－8
　4）　Justce　Douglas，　Bode　v．　Barrett，344　U．S．583（1953）
　5）McCulloch　v．　Maryland，4Wheat．316（1819）；Cushman，　op．　cit．，　p．21
　6）Spector　Motor　Servicc　v．0’Connor，340U．S．602，608（1951）
　7）　U．S．v．　Butler，297　US．1，66（1936）
　8）　　Id．　at　66
　9）　Helvering　v．　Davis，301　U。　S．619，644（1937）
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4．「二元的連邦制」から「新連邦制」への変化
　アメリカ連邦の基礎が連邦と州問の権限の分割一いわゆる「二元的連邦制」一にある事を我々はすでに
知った。しかし，この基礎が変化した。私は前に連邦原則の定義としてウイア教授のものを上げた。この
原則が，19世紀中葉までは，アメリカ連邦制の原則でもあった。しかし，19世紀の後半，「州際通商法」
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の到来と共に，アメリカ連邦は変化し始めた1）。そして，今世紀には変化の速度は上昇して，もはやアメ
リカ連邦を二つの政治活動の領域があり，その内で各政府水準とも，分離した機能を続けるようなものと
して直視する事は不可能となった2）。もともと，「二元的連邦制」の概念はその起原を初期の憲法解釈より
も，むしろアメリカ政治思想に発見される。だが，初期の偉大な裁判長マーシャルの下の裁判所は，連邦
優位の確立のために，その憲法上の権限を行使して戦った。しかし，トー二の裁判所は合衆国に委任され
ていない権限は「それぞれ各州又は人民に留保される」と強調する修正第10条は，単に連邦政府がそれに
特に委託されていない権限を行使する事を禁止するのみならず，連邦政府の列挙された諸権限の行使への
暗示的禁止を含むと云う見解を採用した。「マージ濠ルの死から1937年まで，およそ一世紀間，修正第10
条はしばしば議会に明白に与えられた諸権限を，とりわけ，州間通商を規制する，修正第14条を実施する
そして税を賦課徴収する諸権限を，奪うために訴えられた3）」。しかし，この間州分野への連邦介入の試み
がすべて無効にされたのではなかった4）。それ故，この間は，裁判所による連邦前進に対する厳格なる制
限を課したにも拘らず，連邦権がゆるゆると前進した時代であった。
　「二元連邦制」の概念が最も例証されるのは課税権を伴う事件である。最高裁は，マーシヤルの「課税
権は破壊権を含む」と云う見解に影響されてか，連邦と州政府の課税権を連邦制を瓦解させる武器として
行使される事に用心した。マーシャルはMc　Culloch　v．Maryland事件におv・て，連邦政府に対する州
課税権の行使を禁止した。ところが，このマーシャルの見解が，のちの裁判所によって，逆に連邦侵害に
対する州権の保護として使用された。これを例証する著名な事件は，1871年のCollector　v・Day，11Wa－
11・113，事件であった。最高裁は，この事件におv・て，各州に対する連邦の侵害に，そして各州に課税す
る連邦権に制限を置いた。この事件において，「二元的連邦制」の概念が絶頂に達した5）。なぜなら，こ
の事件によって，所得税の相互免除が連邦と州政府の雇い人に保証され，両政府とも他者の雇い人一公務
員，従業員一に税を課する事が出来なかったから。　「二元的連邦制」の概念は経済統制の分野にも支配し
た。例えば，州の警察権は連邦権の行使に対する先天的制限となった。児童労働者の作った商品の州間通
商輸送を規制した連邦法を無効にし6），すでに述べたミ生産”についての連邦規制を禁止したのは正にこ
の「二元的連邦制」の概念であった。そして又，ニュー・ディール期において，一連の重要立法を無効に
したのもこの概念であった。今日でも，税免除は今まだ存在してv・る。たとえ1939年に，政府雇い人の所
得税に関する限り，判決は取り消されたにせよ7），連邦財産は今まだ州課税から免除されており，各州の
方も，もし州政府の存在に税免除が絶対に必要なら，連邦税からの免除を受ける8）。これらは今日でも，
「二元的連邦制」の名残りである。しかし，この課税分野においても，連邦の優位が確立した9）。「二元的
連邦制」の退歩がより一層完全に立証されるのはミ通商”やミー般福祉”の分野においてである。この点
はすでに述べたから省略する。がしかし，現代社会の複雑性と政府活動の増大が最高裁に，「もはや政府
の諸権限をきちんとした仕切に分っ事が，関係政府の各自に主権のすべての属性を与える事が不可能であ
るlo）」と云う事を認識せしめた。
　「二元的連邦制」の放棄は，一方では憲法の優位条項に完全なるウェートを与える事によって，他方で
は連邦政府の権限を，連邦政府が正当な連邦目的を達するために必要ないかなる活動にも従事出来るよう
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に，そして州権はそれに反抗出来ないように，「必要且っ適当」条項に照らして，なしとげられた。
　「二元的連邦制」は死んだ。そして「新連邦制」一ヤ連邦優位”一の原理が生まれた。だが，決して最
高裁は連邦政府が前進した諸分野から各州を全く排斥するような方法でもって連邦権を拡張したのではな
かった。いやむしろ，二元的連邦制を放棄したと云うよりも，単に二つの政府作用内におけるミ領域”の
比較サイズを激烈に変えたとも見られる11）。我々は，「二元的連邦制」から「新連邦制」への変化がたと
え1937年以後あらわれたにせよ，連邦権の拡大は多年にわたる漸次的な過程を経た事をわすれてはならな
い。その拡大は主として，　「通商」及び「一般福祉」条項を通じて一戦争権，条約権，通貨規制権及び修
正第14条なども無論であるが一なしとげられたのである。
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　2）　Birch，　op．　cit．，p．305－6
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　10）　Vile，　op．　cit．，　p．　70
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お　　わ　　り　　に
　「合衆国は，精神においても，その生活様式においても，その憲法においても，連邦国家でおる1）」と
云われている。しかし，「アメリカ連邦制として知られるようになったものは，前もって考えられた且っ
試験ずみの原理の産物ではない。………その連邦は………原理の創造物よりもむしろ，便宜のそれであ
る2）」。アメリカ連邦制も，戦争，経済恐慌，科学及び技術革命の影響を強く受けて，　「二元的連邦制」の
時代から「新連邦制」及び「協力的連邦制」の時代へと変化した。もともと，アメリカ憲法は，Laskiも
「アメリカ制度は，その根本的基礎において，弱い政府の考えから建てられている3）」と云った如く，中
央集権を欲する人々と，おる程度の中央集権を是認すれども，中央政府を出来るだけ弱いものに保つ事を
欲する人々の間の妥協の産物でもあった。そして，アメリカ連邦の形成には，他の連邦国家と同様に，軍
事的，経済的，政治的，地理的，人種的及び文化的などの諸要因が影響した4）。そして又，この連邦の中
には郷土偏愛，地方主義及び多元論が存在する複雑な国家である5）。アメリカ連邦も18・19世紀の時代に
は，なんとか時代の要請に答える事が出来た。けれども，20世紀の要請に答えるためには，一新しなけれ
ばならなかった・2°世紀はアメリカ連欄に1賦の綴の分割の放勲要求し・福祉国家及び計画国鷲
要求したし，している。それ故，Loewensteinも云う如く，「経済計画が連邦主義のDDTである6）」。そ
して，たとえ現在では連邦政府と州政府との間の権力のバランスは司法権威よりもむしろ立法権威の作用
に依存してv・るとしても7），18世紀の古い文書に20世紀の新しい必要と問題とに適合させる意味を与え
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て，古い皮袋に新しい酒を入れたのは最高裁であり，　「政治過程を通じて効果的に救済を発見する事が出
来ない諸利益を保護するのが，我々の政治制度における最高裁の一主要任務である8）」。それ故，最高裁は
今日でも今なおアメリカ政治制度の中心にある。Swisherも述ぺた如く，たとえ「二元的連邦制」が法
的面では消えたとしても，　「我々の政治制度の基本的に二元性の概念は，一般に人民と共に裁判官の心の
中で非常に堅固に守られているので，連邦政府に与えられた諸権限のその二元性を破壊するような行使は
老えられない9）」。
　私は連邦権の拡大ばかりを論じたきらいがおるけれども，それと共に我々は決して州権の増大もわすれ
てはならない。私は先に，最高裁は，たとえ連邦権の拡大を支持したけれども，全く各州を排斥するよう
に連邦権を拡大させたのではないと云ったが，全く「諸州を犠牲にした連邦政府のさような過度の拡大
は，アメリカ連邦制の真の作用と一致しない10）」。私は，たとえ多様性を主体としたアメリカ連邦が，今日
「一元論の連邦制」（Monistic　federalism）11）の傾向を示していようとも，ミ連邦制は終った”と云うのは
いまだ早計であるように思われる。
　私は，最後に，たとえ憲法上連邦原則をうたっていても，実際の政治において，それが実行されなけれ
ば，その国を連邦国家と呼ぶ事は出来ないと強調したい。「一国は連邦憲法を持つ事が出来る。しかし，実
際上その国はその政治は連邦ではないようにその憲法を動かす事が出来る。又非連邦憲法を有する国が，
連邦制の例を与えるようにその憲法を動かす事が出来る12）」と云うウィア教授の言葉は注目に値いする。
なぜなら，衣服は体にあわなければ意味がないからである。それ故，我々は憲法と共に，実際政治にも目
を向けなければならない。私は，最近アメリカを視察して来た一助教授の言葉をもって，ペンをおきた
い。
　「米国が地方分権的であり，地域性が強いことはいまさらいうまでもない。しかしながら，今回，具体
的な問題点を提示して対してみると，その多様性の強さがひしひしと感じられるのである」。13
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